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茨城県内
2日	 	水戸市の新市民会館が同市泉町1丁目にオープン、

地上4階、地下2階建てで、県内最大規模の2,000
席の大ホールのほか、市民の交流拠点「やぐら広
場」などを整備。本年12月にはG7茨城水戸内務・
安全担当大臣会合が開催予定

3日	 	国税庁は、2023年分の路線価（1月1日時点）を公表、
茨城県の標準宅地の対前年平均変動率は＋0.4％
（22年は同▲0.6％）と31年振りの上昇、全国は同
＋1.5％（22年は同＋0.5％）と2年連続の上昇

10日	 	茨城県は、中国・春秋航空による「茨城～上海」
定期便が8月4日から運航再開すると公表。運航便
数は週4往復で、同便の運航は2020年2月以来、
約3年半振り

20日	 	茨城大学工学部とJX金属株式会社は、包括連携協
定を締結、学生の研究活動やキャリア形成の支援、
共同研究を含む学術交流の推進、地域に根差した
次世代育成活動の展開などに取組む

21日	 	茨城県「茨城県職員子育て応援・女性活躍推進プ
ラン」に基づく取組の実施状況（教育委員会、警
察を除く全部局対象）によれば、2022年度の男性
育児休業取得率は79.2％と前年度に比べ＋19.8ポ
イントの上昇。管理職に占める女性割合（課長級
以上、2023年4月発令）は13.1％（同＋1.5ポイント）
と過去最高を記録

26日	 	総務省「住民基本台帳に基づく人口、人口動態
及び世帯数」によれば、茨城県の人口（2023年	
1月1日現在）は287万9,808人と前年同期に比べ
▲10,569人の減少（日本人同▲20,194人、外国人
同＋9,625人）、全国は1億2,541万6,877人と同	
▲51万1,025人の減少（日本人同▲80万523人、
外国人同＋28万9,498人）

28日	 	茨城県とベトナム・ロンアン省は、「相互協力に
関する共同声明」を発出。投資・貿易・観光・農
業・教育・文化等の様々な分野における協力関係
の構築、労働分野における協力関係の強化などで
連携

28日	 	総務省は、2023年度普通交付税（地方交付税）
の交付額を決定、茨城県分は1,983億22百万円と
前年度に比べ＋0.5％の増加、県内市町村分は1,664
億94百万円と同＋2.7％、ともに5年連続の増加、
交付税を受け取らずに財政運営が可能な「不交付
団体」は前年同様に、つくば市、神栖市、東海村
の3市村

国内・国外
3日	 	日本銀行「短観－2023年6月－」によれば、大企

業製造業の業況判断DIは5と3月調査に比べ＋4ポ
イントの改善、非製造業は23と同＋3ポイントの
改善。企業の物価見通し（全規模全産業、前年比）
は、1年後＋2.6％（3月比▲0.2ポイント）

3日	 	財務省の一般会計決算概要によれば、2022年度
の税収は71.1兆円と前年度に比べ4.1兆円の増加。
うち所得税は22.5兆円（同＋1.1兆円）、法人税は
14.9兆円（同＋1.3兆円）、消費税は23.1兆円（同
＋1.2兆円）。歳入から歳出を差し引いた決算剰余
金は2.6兆円

7日	 	年金積立金管理運用独立行政法人（GPIF）によ
れば、2022年度の収益額は＋3.0兆円の黒字（収
益率＋1.50％）、2001年度以降の累積収益額は	
＋108.4兆円（年率＋3.59％）、22年度末運用資産
額は200.1兆円

25日	 	国際通貨基金（IMF）によれば、7月時点の世界
経済成長率見通しは2023年＋3.0％（4月比＋0.2
ポイント）、24年＋3.0％（同横ばい）、日本は23
年＋1.4％（同＋0.1ポイント）、24年＋1.0％（同
横ばい）

25～	 	米連邦公開市場委員会（FOMC）は、フェデラル
26日　	ファンド（FF）金利の誘導目標を5.25～5.50％へ

25ベーシスポイント引き上げを決定

26日	 	内閣府は、7月の月例経済報告で、わが国の景気
は、「緩やかに回復している」と判断を維持

27日	 	欧州中央銀行（ECB）理事会は、主要政策金利を
4.25％、中央銀行預金金利を3.75％に各々25ベー
シスポイント引き上げを決定

27日	 	米商務省によれば、4～6月期の米国実質国内総
生産（速報値、季節調整済み）は、前期比年率
換算で＋2.4％と1～3月期（＋2.0％）に比べ＋0.4
ポイントの上昇

27～	 	日本銀行は、現在の金融緩和政策を維持しなが
28日　	らもイールドカーブ・コントロールの運用の柔

軟化を決定。長期金利の変動幅は「±0.5％程度」
を目途とし、長短金利操作についてより柔軟に
運用。10年物国債金利については1.0％の利回り
で「指値オペ」を実施

28日	 	厚生労働省「簡易生命表」によれば、2022年の
男性の平均寿命は81.05年、女性の平均寿命は
87.09年と前年に比べ男性は▲0.42年、女性は	
▲0.49年下回る
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図表1　女性の有業率と正規雇用比率 図表2　高齢者の有業率

総務省は、7 月 21 日、「令和 4 年就業構造基本調査」を
公表しました。同調査は、国民の就業及び不就業の状態
などの就業構造を明らかにすることを目的に 5 年ごとに
実施され、今回は 2022 年 10 月に全国の約 54 万世帯(15
歳以上の世帯員約 108 万人)を対象に調査が実施されまし
た。 以下では、そのポイントを説明します。 

15 歳以上人口を就業状態別にみると、有業者は 6,706
万人、無業者は 4,313 万人となっており、5 年前の前回調
査に比べ、有業者は 85 万人の増加、無業者は 163 万人減
少しています。 

有業率（15 歳以上人口に占める有業者の割合）は、
60.9%と同1.2ポイント上昇しています。男性の有業率は
69.1%と同0.1ポイント低下した一方、女性の有業率が
53.2%と同2.5ポイント上昇し過去最高を更新しています。

これまで女性の有業率は、結婚や出産を理由に 20 代後
半から 30 代にかけて落ち込み、子育てが落ち着いた時期
に再び上昇するため、「M字カーブ」を描いていました（図
表 1）。しかし、共働きなどの定着によって、今回調査で
は 30〜34 歳の有業率は 81.0%と初めて 8 割を超え、2002
年調査の 56.8%から大きく上昇するなど、M字カーブは
是正されています。

ただし、家事・育児などの時間の男女偏在によって、
多くの女性が仕事は続けても出産を契機に雇用形態を非
正規雇用に移行しているため、雇用者（役員を除く）に
占める正規の職員・従業員の比率が 20 代後半をピークに
低下する「L字カーブ」の状態にあります。

そのため、管理職における女性の割合も他の先進国に
比べて低水準となっています。加えて、税や社会保険料
を考慮した、いわゆる「年収の壁」から就業を調整する
女性も多く、男女賃金格差の拡大につながっています。

こうした構造的な課題を解決するため、政府は 6 月に
女性活躍・男女共同参画の重点方針 2023（女性版骨太の
方針）を決め、東証プライム市場に上場する企業の女性
役員の比率を 30 年までに 30%以上にする目標を掲げるな
ど、女性参画の拡大に取り組んでいくとしています。

また、高齢者の有業率も上昇傾向にあります（図表 2）。
65 歳以上の男女の有業率は 25.3%と前回調査から 0.9 ポ
イント上昇しています。60 歳以降への定年延長のほか、
定年を迎えても働く人が増えたことが背景にあります。
とくに、65〜69 歳の有業率は、50.9%と初めて 5 割を超
えています。

わが国の生産年齢人口（15〜64 歳）がすでに減少して
いる中でも、前述の通り有業者数の水準が緩やかに増加
している背景には、こうした女性や高齢者の労働参加が
高まっていることで労働供給が支えられていることがあ
げられます。

しかし、女性や高齢者の労働参加も十分に高まってき
ており、これ以上の上昇余地は限られています。また女
性や高齢者の多くは非正規での雇用となっています。そ
のため、非正規雇用から正規雇用への転換や、生産性向
上に取り組んでいくことがわが国の経済的な豊かさを実
現していく上で不可欠です。

（筑波総研　主任研究員　山田　浩司）

出所：総務省「就業構造基本調査」より当社作成
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